
12　人権の擁護    

啓発冊子
「障害のある人と人権」

啓発動画
「『誰か』のこと　じゃない。」

障害のある人が車椅子での乗車を拒否されたり、アパートの入居を断
られたりする事案が発生しています。障害のある人に対する十分な理
解と配慮が必要です。

障害のある人❹

職場、学校などで嫌がらせやいじめを受けること【43.3％】

差別的な言葉を言われること【38.9％】
じろじろ見られたり、避けられたりすること【40.7％】

就職・職場で不利な扱いを受けること【38.2％】
交際や結婚を反対されること【19.0%】

宿泊施設や公共交通機関の利用、店舗などへの入店を拒否されること【13.2%】
スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加できないこと【14.9%】

アパートなどへの入居を拒否されること【12.5%】

特にない【18.4％】
悪徳商法の被害が多いこと【8.8%】

あなたが、障害者に関し、体験したことや、身の回りで見聞きしたことで、
人権問題だと思ったことはどのようなことですか。

障害を理由とする偏見や差別の解消
　障害のある人を含む全
ての人々にとって住みよ
い平等な社会づくりを進
めていくためには、国や
地方公共団体が障害のあ
る人に対する各種施策を
実施していくだけでな
く、社会の全ての人々が
障害のある人について十
分に理解し、必要な配慮
をしていくことが求められています。
 「障害者基本法」では、「共生社会」の理念の普及を図るため、毎年12月3日か
ら9日までの期間を「障害者週間」と定めており、この期間を中心に、国、地方
公共団体が民間団体等と連携し、全国各地で様々な行事や取組を集中的に開催し
ています。
　また、障害のある人の尊厳を守るため、平成24年10月に施行された「障害者
虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき、障害者虐
待の防止や虐待の早期発見、早期解決のための施策が進められています。
　平成28年4月に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律」に基づき、各行政機関等や事業者において、不当な差別的取扱いの禁止や合
理的配慮の提供を始めとする、障害を理由とする差別の解消に向けた取組が行わ
れており、令和６年４月には、事業者による合理的配慮の提供についての努力義

務が義務へと改められました。
　平成29年2月には、東京オリンピック・パラリンピック競
技大会を契機として、「心のバリアフリー」とユニバーサルデ
ザインの街づくりを推進することなどを定めた「ユニバーサル
デザイン2020行動計画」が策定され、この計画に基づき、障
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害のある人やその支援団体の評価結果をも踏まえながら、施策の実施・改善等が
図られてきたほか、平成30年12月に施行された「ユニバーサル社会の実現に
向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律」の下、ユニバーサル社会
の実現に向けた取組が推進されています。
　令和４年５月には、全ての障害のある人が、あらゆる分野の活動に参加するこ
とができるよう「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の
推進に関する法律」が施行されました。
　政府は、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく相互に人格
と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者基本法に基づき
策定された「障害者基本計画（第５次）」に沿って、障害のある人の自立及び社
会参加の支援等のための施策を推進しています。
　法務省の人権擁護機関では、障害を理由とする偏見・差別の解消を目指し、社
会福祉協議会などと連携し、車椅子や障害者スポーツ体験、パラリンピアンによ
る講話と組み合わせた人権教室や共生社会をテーマとしたシンポジウムの開催な
ど、様々な人権啓発活動に取り組んでいます。
　また、普段、法務局に出向くことが困難な入所者やその家族が、施設内で気軽
に相談できるよう、障害者支援施設等において、特設の人権相談所を開設するな
どの取組を行っています。さらに、障害のある人と身近に接する機会の多い社会
福祉事業従事者等に対して、人権相談活動について周知・説明し、人権侵害事案
を認知した場合の情報提供を呼び掛けるなど連携を図っています。
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　旧優生保護法に係る令和６年７月３日の最高裁判所判決を受け、同月17日、岸
田内閣総理大臣は、「旧優生保護法国家賠償請求訴訟」の原告等と面会し、旧優生
保護法に基づき、あるいは同法の存在を背景として、多くの方々が心身に多大な
苦痛を受けてこられたことに対し、政府としての深い反省とおわびを示すととも
に、優生思想及び障害者に対する偏見や差別の根絶に向け、これまでの取組を点
検し、教育・啓発等を含めて、取組を強化するため、全府省庁による新たな体制
を構築することを示しました。
　これを受け、同月26日、内閣に、全大臣を構成員とする「障害者に対する偏見
や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」が設置され、「ユニバーサル
デザイン2020行動計画」における「心のバリアフリー」に係る取組のフォロー
アップ及び取組の強化を行うほか、障害者に対する偏見や差別のない共生社会を
実現すべく、必要な対応策について検討し、新たな行動計画を取りまとめること
とされています。

　全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個
性を尊重し合いながら共生する社会を実現するためには、日常生活や社会生活に
おける障害者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を取り除
くことが重要です。このため、「障害者差別解消法」では、行政機関等や事業者
に対して、障害者への「障害を理由とする不当な差別的取扱い」を禁止するとと
もに「合理的配慮の提供」を求め、これらの措置等を通じて、障害者が社会で提
供されている様々なサービスや機会にアクセスし、社会に参加できるようにする
ことで、共生社会の実現を目指すこととしています。

 ● 改正のポイント

　障害を理由とする差別の解消の一層の推進を図るため、令和６年４月１日か
ら事業者に対し社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をする
ことを義務付けるとともに、行政機関相互間の連携の強化を図るほか、障害を
理由とする差別を解消するための支援措置を強化する措置を講ずることとしま
した。
⑴　事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供
の義務化
　　事業者による社会的障壁（障害がある者にとって日常生活又は社会生活を
営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切
のもの）の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供について、現行の
努力義務から義務へと改める。
⑵　国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加
　　国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要
な施策の効率的かつ効果的な実施が促進されるよう、適切な役割分担を行う
とともに、相互に連携を図りながら協力しなければならないものとする。
⑶　障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化
　　①基本方針に定める事項として、障害を理由とする差別を解消するための
支援措置の実施に関する基本的な事項を追加する。②国及び地方公共団体が

障害を理由とする差別に関する相談に対応する人材を育成し又
はこれを確保する責務を明確化する。③地方公共団体は、障害
を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報（事
例等）の収集、整理及び提供に努めるものとする。
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